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(百万円未満切捨て)
１．平成27年３月期第１四半期の連結業績（平成26年４月１日～平成26年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

経常収益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年３月期第１四半期 15,181 △3.0 3,622 1.4 2,238 2.5

26年３月期第１四半期 15,646 △5.3 3,573 34.1 2,183 47.1
(注) 包括利益 27年３月期第１四半期 5,227百万円( －％) 26年３月期第１四半期 △4,165百万円( －％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

27年３月期第１四半期 8.88 －

26年３月期第１四半期 8.59 －
　

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

27年３月期第１四半期 5,211,021 172,036 3.3

26年３月期 5,385,042 167,820 3.1
(参考) 自己資本 27年３月期第１四半期 172,036百万円 26年３月期 167,596百万円
　

(注)「自己資本比率」は、(期末純資産の部合計－期末少数株主持分)を期末資産の部合計で除して算出しておりま
　 す。

　

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

26年３月期 － 3.50 － 4.00 7.50

27年３月期 －

27年３月期(予想) 3.75 － 3.75 7.50
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　　

　

３．平成27年３月期の連結業績予想（平成26年４月１日～平成27年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率)

経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 6,500 △3.6 4,000 △15.8 15.87

通期 14,100 △3.1 8,600 △6.1 34.13
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
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※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)
　

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無
　

　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

(注)詳細は、添付資料Ｐ２「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項」をご覧ください。

　
（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 27年３月期１Ｑ 252,500,000株 26年３月期 252,500,000株

② 期末自己株式数 27年３月期１Ｑ 513,500株 26年３月期 510,825株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 27年３月期１Ｑ 251,987,176株 26年３月期１Ｑ 253,963,150株
　

　

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示
・この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続きは終了
　しております。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当行が現在入手している情報及び合理的であると
　判断する一定の前提に基づいており、実際の実績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）連結経営成績に関する定性的情報 

預かり資産の販売が好調に推移し役務取引等収益は増加しましたが、有価証券関係売却益の減少などから、経常

収益は前年同期比４億 65 百万円減収の 151 億 81 百万円となりました。一方、株式等償却の減少などから、経常利

益は前年同期比 49 百万円増益の 36 億 22 百万円、四半期純利益は前年同期比 55 百万円増益の 22 億 38 百万円とな

りました。 

なお、前年度に当行の連結子会社でありました東邦情報システム株式会社と当行の持分法適用の関連会社であり

ました東邦コンピューターサービス株式会社が、平成 26 年４月１日に合併（東邦コンピューターサービス株式会

社を存続会社、東邦情報システム株式会社を消滅会社とする吸収合併方式）したため、東邦情報システム株式会社

を当第１四半期より連結の範囲から除外しております。 

合併に伴い、存続会社である東邦コンピューターサービス株式会社は、社名を東邦情報システム株式会社に変更

いたしました。合併後の会社は、引き続き持分法適用の関連会社となります。 

 

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

主要勘定の動向 

Ａ．預金・譲渡性預金等 

預金につきましては、引き続き預金増加に努める一方、復興関連資金の流入等もあり、個人預金・法人預金

とも増加しましたが、公共預金等の減少により前年度末比 1,647 億円減少し、４兆 5,596 億円となりました。

譲渡性預金を含む総預金も、同様に 1,583 億円減少し４兆 9,664 億円となりました。 

Ｂ．貸出金 

震災以降の資金需要等に幅広くお応えした結果、前年度末比 21 億円増加し、２兆 6,411 億円となりました。 

Ｃ．有価証券 

投資環境や市場動向を踏まえ、機動的な資金運用に努めました結果、前年度末比 906 億円増加し、１兆 5,828

億円となりました。 

 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

平成 26 年５月 12 日に公表いたしました業績予想に変更はありません。 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計基準等の改正に伴う会計方針の変更） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下、「退職給付会計基準」という。）及

び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下、「退職給付適

用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当

第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方

法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間

について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から、退職給付の支払見込期間ごとに設定

された複数の割引率を使用する方法へ変更しております。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四半  

期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減して

おります。 

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が３億39百万円減少し、利益剰余金が２億20

百万円増加しております。また、当第１四半期連結累計期間の経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ42

百万円増加しております。 
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３．四半期連結財務諸表 

（１）四半期連結貸借対照表  

  

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

資産の部     

  現金預け金 1,093,424 881,768 

  コールローン及び買入手形 96,059 39,054 

  買入金銭債権 10,426 9,803 

  商品有価証券 379 352 

  金銭の信託 10,379 11,955 

  有価証券 1,492,213 1,582,828 

  貸出金 2,638,929 2,641,113 

  外国為替 1,744 1,409 

  その他資産 8,053 10,671 

  有形固定資産 35,766 35,835 

  無形固定資産 2,545 2,352 

  繰延税金資産 4,862 2,875 

  支払承諾見返 7,617 8,196 

  貸倒引当金 △17,359 △17,196 

  資産の部合計 5,385,042 5,211,021 

負債の部     

  預金 4,724,430 4,559,697 

  譲渡性預金 400,326 406,757 

  コールマネー及び売渡手形 15,438 - 

  借用金 33,500 33,400 

  外国為替 79 193 

  その他負債 17,698 13,092 

  退職給付に係る負債 13,192 12,704 

  役員退職慰労引当金 403 387 

  睡眠預金払戻損失引当金 329 329 

  偶発損失引当金 501 514 

  ポイント引当金 92 102 

  再評価に係る繰延税金負債 3,611 3,611 

  支払承諾 7,617 8,196 

  負債の部合計 5,217,222 5,038,985 

純資産の部     

  資本金 23,519 23,519 

  資本剰余金 13,653 13,653 

  利益剰余金 115,067 116,518 

  自己株式 △172 △173 

  株主資本合計 152,068 153,517 

  その他有価証券評価差額金 16,448 19,556 

  繰延ヘッジ損益 0 △139 

  土地再評価差額金 502 502 

  退職給付に係る調整累計額 △1,422 △1,401 

  その他の包括利益累計額合計 15,528 18,518 

  少数株主持分 223 - 

  純資産の部合計 167,820 172,036 

負債及び純資産の部合計 5,385,042 5,211,021 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 

四半期連結損益計算書 

第１四半期連結累計期間  

  

 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

経常収益 15,646 15,181 

  資金運用収益 10,526 10,632 

    （うち貸出金利息） 7,668 7,560 

    （うち有価証券利息配当金） 2,686 2,852 

  役務取引等収益 3,043 3,174 

  その他業務収益 768 357 

  その他経常収益 1,308 1,017 

経常費用 12,072 11,559 

  資金調達費用 576 534 

    （うち預金利息） 416 389 

  役務取引等費用 1,408 1,277 

  その他業務費用 127 56 

  営業経費 9,264 9,545 

  その他経常費用 695 144 

経常利益 3,573 3,622 

特別損失 103 85 

  固定資産処分損 22 84 

  減損損失 80 - 

  持分変動損失 - 1 

税金等調整前四半期純利益 3,470 3,536 

法人税、住民税及び事業税 9 1,034 

法人税等調整額 1,275 264 

法人税等合計 1,285 1,298 

少数株主損益調整前四半期純利益 2,185 2,238 

少数株主利益 2 - 

四半期純利益 2,183 2,238 
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四半期連結包括利益計算書 

第１四半期連結累計期間  

  

 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 2,185 2,238 

その他の包括利益 △6,351 2,989 

  その他有価証券評価差額金 △6,352 3,108 

  繰延ヘッジ損益 - △139 

  退職給付に係る調整額 - 20 

  持分法適用会社に対する持分相当額 1 △0 

四半期包括利益 △4,165 5,227 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 △4,167 5,227 

  少数株主に係る四半期包括利益 2 - 
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（３）継続企業の前提に関する注記 

    該当事項はありません。 

 

 

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

    該当事項はありません。 
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１．

２．

３．

４．

５．

平成２６年度第１四半期

決　算　説　明　資　料

損益の状況

業績の状況

【　単　体　】

損益の内訳

自己資本比率

金融再生法開示債権（正常債権除く）
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１．損益の状況

　　　 （単位：億円）

前年同期比

経常収益 151 △ 4 155

コア業務粗利益 ① 119 0 119

資金利益 100 1 99

役務取引等利益 18 2 16

その他業務利益
　（除く国債等債券関係損益）

△ 0 △ 3 3

経費 ② 95 3 91

　うち人件費 46 0 45

　うち物件費 44 2 41

コア業務純益（①－②） 24 △ 3 28

有価証券関係損益 6 4 2

　国債等債券関係損益 3 0 2

　株式等関係損益 2 △ 0 3

　金銭の信託運用損益 1 4 △ 3

与信関係費用（A+B-C） △ 0 1 △ 2

　一般貸倒引当金繰入額 Ａ － － －

　不良債権処理額 Ｂ 0 0 0

　貸倒引当金戻入益 Ｃ 1 △ 1 2

　　その他臨時損益 3 1 2

経常利益 35 0 35 65

特別損益 △0 0 △ 1

税引前四半期純利益 35 0 34

四半期純利益 22 0 21 40

（注）　業績予想につきましては、平成26年５月12日公表の数値から変更ありません。

【ご参考】

22 0 21 40　連結四半期純利益

２６年度
第１四半期

２５年度
第１四半期

平成26年中間期
業績予想 （注）

　（１）経常収益（１５１億円）＜前年同期比△４億円＞（２．９％の減収）
　　　   保険商品を中心に預かり資産の販売が好調に推移し、役務取引等収益が増加しましたが、有
　　　価証券関係運用益の減少などから、経常収益は減収となりました。
　（２）コア業務純益（２４億円）＜前年同期比△３億円＞（１１．６％の減益）
  　     引続きトップライン強化に努め、前年並みのコア業務粗利益を確保しましたが、預金保険料の
　　　増加などから経費が前年を上回り、コア業務純益は減益となりました。
　（３）経常利益（３５億円）＜前年同期比＋０．４億円＞（１．２％の増益）
  　     株式等償却の減少などから経常利益は増益となりました。
　（４）四半期純利益（２２億円）＜前年同期比＋０．４億円＞（２．１％の増益）
  　     最終的な四半期純利益も増益となりました。
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２．業績の状況

（１）総預金（譲渡性預金含む）、総預かり資産

（単位：億円）

25年6月末比 26年3月末比

54,196 2,831 △1,487 51,364 55,683

　　総預金残高（注2） 49,664 2,899 △1,585 46,765 51,250

　　預かり資産残高 4,531 △67 98 4,598 4,433

（注2）総預金残高は、譲渡性預金を含んでいます。

（単位：億円）

25年6月末比 26年3月末比

49,664 2,899 △1,585 46,765 51,250

個人預金 29,551 2,271 1,184 27,280 28,366

法人預金 9,317 599 470 8,717 8,846

公金預金等 10,796 28 △3,240 10,767 14,036

（注）総預金残高は、譲渡性預金を含んでいます。

（単位：億円）

25年6月末比 26年3月末比

4,531 △67 98 4,598 4,433

生命保険 2,151 431 100 1,719 2,050

投資信託 868 3 27 865 840

公共債 1,512 △501 △29 2,013 1,541

預かり資産残高

総預金残高

26年6月末

26年6月末

26年6月末

　総預かり資産残高（注1）

≪預かり資産残高≫

25年6月末

25年6月末

25年6月末 26年3月末

≪総預かり資産（総預金＋預かり資産）≫

≪総預金残高≫

26年3月末

26年3月末

（注1）総預かり資産残高＝総預金＋預かり資産

　　○総預かり資産（総預金＋預かり資産）は、総預金残高の大幅な増加を主な要因として前年同
　　　 期比２，８３１億円増加（増加率５．５％）し、５兆４，１９６億円となりました。
　　○総預金（譲渡性預金含む）は、個人預金等の大幅な増加により、前年同期比２，８９９億円増
       加（増加率６．２％）し、４兆９，６６４億円となりました。
　　○預かり資産残高は、生命保険の販売が好調な一方で、公共債の減少が大きく、前年同期比
       ６７億円減少（減少率１．５％） し、４，５３１億円となりました。
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（２）貸出金

（単位：億円）

25年6月末比 26年3月末比

26,722 1,464 28 25,258 26,693

　コア貸出金 25,119 1,292 △330 23,827 25,450

　交付税等貸出 1,291 143 352 1,147 939

　私募債 311 28 7 282 304

（注）コア貸出金：事業性貸出金＋個人ローン等

（単位：億円）

25年6月末比 26年3月末比

25,430 1,320 △323 24,110 25,754

　事業性貸出金＋私募債 14,226 613 △362 13,613 14,588

　個人ローン 6,178 129 17 6,049 6,160

　公共貸出等 5,025 577 21 4,447 5,004

（単位：億円）

25年6月末比 26年3月末比

6,178 129 17 6,049 6,160

　うち住宅ローン 5,697 115 15 5,581 5,682

≪貸出金＋私募債≫

26年3月末

≪コア貸出金＋私募債≫

26年6月末

 コア貸出金＋私募債

25年6月末

　貸出金＋私募債

26年6月末 25年6月末 26年3月末

26年3月末

　個人ローン

26年6月末

≪個人ローン≫

25年6月末

　　○震災以降の資金需要等に幅広くお応えした結果、貸出金＋私募債は前年同期比１，４６４億
　　　 円増加（増加率５．８％）し、２兆６，７２２億円となりました。
　　○コア貸出金＋私募債は、前年同期比１，３２０億円増加（増加率５．５％）し２兆５，４３０億円、
　　　個人ローンは前年同期比１２９億円増加（増加率２．１％）の６，１７８億円となりました。
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（３）有価証券

（単位：億円）

25年6月末比 26年3月末比

15,819 1,708 905 14,111 14,913

国債 6,909 △226 680 7,136 6,228

地方債 2,578 576 56 2,002 2,522

社債 3,891 520 69 3,370 3,821

株式 422 56 17 366 405

その他の証券 2,017 781 81 1,235 1,935

（単位：億円）

25年6月末比 26年3月末比

298 121 47 176 251

株式 119 33 16 86 102

債券 137 77 24 60 113

その他 40 11 5 29 35

３．自己資本比率

【国内基準（バーゼルⅢ基準）】 （単位：％・億円）

26年3月末比

10.52% 0.08% 10.44%

1,849 23 1,825

1,526 24 1,501

38 △ 0 38

18 － 18

266 － 266

－ － －

1,849 23 1,825

17,571 86 17,484

（3）コア資本に係る調整項目

（4）自己資本の額（2）-（3）

普通株式に係る株主資本の額

一般貸倒引当金

土地再評価差額金

負債性資本調達手段

（5）リスクアセット等の額

≪期末残高≫

25年6月末

26年3月末

25年6月末

その他有価証券評価損益

26年6月末

（1）自己資本比率

（2）コア資本に係る基礎項目

26年3月末

26年3月末

≪その他有価証券の評価損益≫

26年6月末

26年6月末

　　有価証券残高

　　○投資環境や市場動向を踏まえ、機動的な資金運用に努めた結果、有価証券残高は前年同期比
       １，７０８億円増加（増加率１２．１％）し、１兆５，８１９億円となりました。

　　○内部留保の積上げにより、自己資本比率は前年度末比０．０８ポイント上昇し、１０．５２％となりま
       した。
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４．金融再生法開示債権（正常債権除く）

金融再生法開示債権（正常債権除く） （単位：億円）

25年6月末比 26年3月末比

405 △118 △21 524 427 

破産更生債権等 142 △7 3 150 139 

危険債権 253 △101 △24 354 277 

要管理債権 9 △9 △0 19 10 

1.51% △0.55% △0.08% 2.06% 1.59% 

（参考）部分直接償却を実施した場合 （単位：億円）

25年6月末比 26年3月末比

325 △112 △23 438 348 

1.21% △0.52% △0.09% 1.73% 1.30% 

総与信比

金融再生法開示債権

総与信比

金融再生法開示債権

25年6月末 26年3月末26年6月末

25年6月末 26年3月末26年6月末

　　○経営支援等に積極的に取り組んだ結果、金融再生法開示債権は前年同期比１１８億円減少
       の４０５億円、総与信に対する比率は前年同期比０．５５ポイント低下の１．５１％となりました。
　　○当行は、部分直接償却を実施しておりませんが、仮に部分直接償却を実施した場合は前年
       同期比１１２億円減少の３２５億円、総与信に対する比率は前年同期比０．５２ポイント低下の
       １．２１％となります。
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５．損益の内訳（単体）

（単位：百万円）

増減

経常収益 15,141 △ 453 15,594 △2.9%

業務粗利益 12,296 78 12,218 0.6%

(コア業務粗利益） (11,995) (44) (11,951) (0.4%)

資金利益 10,099 146 9,953 1.5%

役務取引等利益 1,896 262 1,634 16.0%

その他業務利益 300 △ 330 630 △52.4%

うち国債等債券関係損益（５勘定尻） 301 34 267 12.7%

経費（除く臨時処理分） 9,501 370 9,131 4.1%

人件費 4,638 57 4,581 1.2%

物件費 4,406 254 4,152 6.1%

税金 456 59 397 14.9%

実質業務純益 2,795 △ 292 3,087 △9.5%

(コア業務純益） (2,493) (△ 326) (2,819) (△11.6%)

一般貸倒引当金繰入額① － － － － 

業務純益 2,795 △ 292 3,087 △9.5%

うち国債等債券関係損益（５勘定尻） 301 34 267 12.7%

臨時損益 791 334 457 73.1%

不良債権処理額② 39 22 17 129.4%

個別貸倒引当金純繰入額 － － － － 

偶発損失引当金繰入額 21 23 △ 2 － 

債権売却損等 18 △ 2 20 △10.0%

貸倒引当金戻入益③ 114 △ 115 229 △50.2%

株式等関係損益 234 △ 94 328 △28.7%

その他臨時損益 482 563 △ 81 － 

経常利益 3,586 41 3,545 1.2%

特別損益 △ 84 19 △ 103 － 

うち固定資産処分損益 △ 84 △ 62 △ 22 － 

固定資産処分損 84 62 22 281.8%

うち固定資産減損損失 － △ 80 80 － 

税引前四半期純利益 3,502 60 3,442 1.7%

法人税、住民税及び事業税 1,034 1,025 9 － 

法人税等調整額 264 △ 1,010 1,274 △79.3%

四半期純利益 2,203 45 2,158 2.1%

与信関係費用（①＋②－③） △ 74 137 △ 211 － 

（注１）　コア業務粗利益＝業務粗利益-国債等債券関係損益

（注２）　コア業務純益　 ＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額-国債等債券関係損益

２６年度
第１四半期

２５年度
第１四半期

増減率
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